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6 調査等（調査、予測及び評価）の項目及び方法 

 調査、予測の手法 

対象事業に係る環境影響評価の調査、予測の手法を、「岐阜県環境影響評価技術指針」（平成

11年岐阜県告示第364号）の別表1と別表2を基本とし、「ごみ焼却施設環境アセスメントマニュアル」

（昭和61年（社）全国都市清掃会議）及び「廃棄物処理施設生活環境影響調査指針」（平成18年環

境省）等を参考に、事業の特性及び地域の特性を考慮して選定した。 

 

6.1.1 調査の手法 

現地調査の手法は表 6.1-1（1）～（5）に示すとおりとした。 
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表 6.1-1（1） 現地調査の手法 

調査項目 調査方法 調査期間・頻度 調査地点 

地
上
気
象 

風向、風速 

「地上気象観測指針」（平成14

年気象庁）に定める方法 

事業実施区域 

1年間連続測定 

 

事業実施区域1地点 

：Sｔ.1 

気温、湿度 

日射量 

放射収支量 

上
空
気
象 

風向・風速・気温の

鉛直分布 

レーウィンゾンデにより地上

1,500mまで観測（高層気象観

測指針（平成16年気象庁）に

定める方法）、放球時に雲量、

雲形等を目視観測 

四季に各7日間 

3時、4時、5時、6時、7

時、8時、9時、10時、11

時、12時、15時、18時、

21 時、 24 時に観測す

る。（14観測/日） 

事業実施区域1地点 

：Sｔ.1 

大気拡散実験 

代表的な有効煙突高さ付近か

らトレーサーガス（PMCH）を放

出し、風下方向で試料採取、

分析することで対象事業実施

区域周辺の地域の空気の流れ

を把握する。 

夏季、冬季の風向・風

速・気温の鉛直分布観

測時に合わせて各5ケ

ース実施する。 

・指標物質放出点 

事業実施区域1地点 

・試料採取地点 

風下方向に50地点

程度設定 

大
気
質 

一

般

環

境

大

気 

二酸化硫黄 

「大気の汚染に係る環境基準

について」（昭和 48 年環告第

25 号）に定める方法 

1年間の連続測定 

四季に1週間連続測定 

・1年間測定 

事業実施区域1地点 

：Sｔ.1 

・四季測定 

事業実施区域周辺 

4地点：Sｔ.2～Sｔ.5 

二酸化窒素 

「二酸化窒素に係る環境基準

について」（昭和 53 年環告第

38 号）に定める方法 

浮遊粒子状物

質 

「大気の汚染に係る環境基準

について」（昭和 48 年環告第

25 号）に定める方法 

微小粒子状物

質 

「微小粒子状物質による大気

の汚染に係る環境基準につい

て」（平成 21 年環告第 33 号）

に定める方法 

四季に1週間連続測定 

事業実施区域1地点 

：Sｔ.1 

事業実施区域周辺 

4地点：Sｔ.2～Sｔ.5 

塩化水素 

「大気汚染物質測定法指針」

（昭和62年環境庁）等に定め

る方法 

四季に各7日間、 

（7試料/季） 

事業実施区域周辺 

4地点:Sｔ.2～Sｔ.5 

ガス状水銀 

「有害大気汚染物質測定方法

マニュアル」（平成31年環境

省）に定める方法 

四季に各7日間、 

（7試料/季） 

ダイオキシン類 

「ダイオキシン類による大気の

汚染、水質の汚濁（水底の底

質の汚染を含む。）及び土壌

の汚染に係る環境基準につい

て」（平成11年環告第68号）に

定める方法 

四季に各7日間、 

（1試料/季） 
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表 6.1-1（2） 現地調査の手法 

調査項目 調査方法 調査期間・頻度 調査地点 

大
気
質 

一
般
環
境
大
気 

粉じん等（降下ば

いじん） 

デポジットゲージ又はダ

ストジャーによる捕集 

四季に各1ヶ月、4試料

/年 

（1試料/30日/季） 

事業実施区域1地点 

:Sｔ.1 

沿
道
大
気 

二酸化窒素 

「二酸化窒素に係る環

境基準について」（昭和

53年環告第38号）に定

める方法 
四季に1週間連続測定 

事業実施区域周辺 

2地点：Sｔ.1～Sｔ.2 
浮遊粒子状物質 

「大気の汚染に係る環

境基準について」（昭和

48年環告第25号）に定

める方法 

ベンゼン、 

トリクロロエチレン、 

テトラクロロエチレン、 

ジクロロメタン 

「有害大気汚染物質

測定方法マニュアル」

（平成31年環境省）に

定める方法 

四季に各7日間、 

（1試料/季） 

水
質
・
底
質
・
地
下
水 

河
川
水
質 

（
平
常
時
） 

環境基準項目 

（生活環境項目） 

（健康項目） 

「水質汚濁に係る環境

基準について」（昭和46

年環告第59号）に定め

る方法 

四季に各1回 

事業実施区域からの

雨水排水が流入する

地点下流：2地点 

: Sｔ.1～Sｔ.2 

ダイオキシン類 

「ダイオキシン類による

大気の汚染、水質の汚

濁（水底の底質の汚染

を含む。）及び土壌の

汚染に係る環境基準に

ついて」（平成11年環

告第68号）に定める方

法 

流量 
日本工業規格K 0094

に定める方法 

河
川
水
質 

（
降
雨
時
） 

浮遊物質量（SS） 

「水質汚濁に係る環境

基準について」（昭和46

年環告第59号）に定め

る方法 

日常的な降雨を対象

に、1回の降雨で10試

料程度を採水し、採水

時に流量を測定する。1

年間に2回実施。 

濁度 
日本工業規格K 0101

に定める方法 

流量 
日本工業規格K 0094

に定める方法 

土質の状況 

（土砂沈降試験） 

日本工業規格M 0201

に定める方法 
年1回 

事業実施区域1地点 

:St.3 
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表 6.1-1（3） 現地調査の手法 

調査項目 調査方法 調査期間・頻度 調査地点 

水
質
・
底
質
・
地
下
水 

地
下
水
質 

環境基準項目 

「地下水の水質汚濁に係る環

境基準について」（平成9年環

告第10号）に定める方法 

豊水期、渇水期の 

2回測定 

事業実施区域1地点 

:St.1 

事業実施区域周辺 

2地点 

ダイオキシン類 

「ダイオキシン類による大気の

汚染、水質の汚濁（水底の底

質の汚染を含む。）及び土壌

の汚染に係る環境基準につい

て」（平成11年環告第68号）に

定める方法 

浮 遊 物 質 量

（SS） 

「水質汚濁に係る環境基準に

ついて」（昭和46年環告第59

号）に定める方法 

濁度 
日本工業規格K 0101に定め

る方法 

地下水位 自記水位計により計測 
月1回、 

1年測定（12回/年） 

事業実施区域4地点 

:St.1～St.4 

土
壌 

環境基準項目 

「土壌の汚染に係る環境基準

について」（平成3年環告第46

号）に定める方法 

年1回 

事業実施区域1地点 

:St.1 

事業実施区域周辺 

4地点:St.2～Sｔ.5 

第２種特定有害物質 

（含有量） 

「土壌汚染対策法」（平成14年

法律第53号）に定める方法 

ダイオキシン類 

「ダイオキシン類による大気の

汚染、水質の汚濁（水底の底

質の汚染を含む。）及び土壌

の汚染に係る環境基準につい

て」（平成11年環告第68号）に

定める方法 

騒
音 

環境騒音 「騒音に係る環境基準につい

て」（平成10年環告第64号）に

定める方法 

平日1日（24時間）を

1回 

事業実施区域敷地 

境界3地点 

:St.1～St.3 

道路交通騒音 
平日・休日各1日 

（24時間）を1回 
関係車両の走行ルー

ト沿道2地点 

:St.1～St.2 

交通量・走行速度 
方向別車種別に1時間毎の通

過台数、速度を計測 

沿道の状況 道路断面の道幅等を計測 
道路交通騒音測定

時に1回 

振
動 

環境振動 
「振動規制法施行規則」（昭和

51年総理府令第58号）及び

「振動レベル測定方法」（日本

工業規格Z 8735）に定める方

法 

平日1日（24時間）を

1 回 （ 毎 正 時 10 分

間） 

事業実施区域敷地 

境界3地点 

:St.1～St.3 

道路交通振動 

平 日 ・ 休 日 各 1 日

（24時間）を1回（毎

正時10分間） 
関係車両の走行ルー

ト沿道2地点 

:St.1～St.2 
地盤卓越振動数 

「道路環境影響評価の技術手

法（平成24年度版）」（平成25

年国土交通省国土技術政策

総合研究所、（独）土木研

究所）に定める方法 

道路交通振動測定

時に1回 
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表 6.1-1（4） 現地調査の手法 

調査項目 調査方法 調査期間・頻度 調査地点 

地
盤 

地盤・地形・地質

の状況 

ボーリング調査、既存資料調

査、現地踏査、写真撮影等に

よる方法 

1回 
事業実施区域及びそ

の周辺 

地下水位 
ボーリング孔に自記水位計を

設置し、水位を測定する。 
1年間測定 

事業実施区域4地点 

:St.1～St.4 

悪
臭 

特定悪臭物質 

（22物質） 

「特定悪臭物質の測定の方

法」（昭和47年環境庁告示第9

号）に定める方法 風向、風速を考慮し平日

に2回 

事業実施区域敷地境

界2地点 

：St.1～St.2 

事業実施区域周辺 

4地点：St.1～St.4 
臭気指数 

「臭気指数及び臭気排出強度

の算定の方法」（平成7年環境

庁告示第63号）に定める方法 

電
波
障
害 

テレビ電波の状況 

「建造物によるテレビ受信障害

調査要領」（（社）日本CATV技

術協会）等に定める方法 

1回 事業実施区域周辺 

日
照
阻
害 

日影の状況 

日影の影響を受けると考えられ

る地域で現地踏査、写真撮影

等による方法 

1回 事業実施区域周辺 

そ
の
他 

低周波音 

「低周波音の測定方法に関す

るマニュアル」（平成12年環境

庁）に定める方法 

平日1日（24時間）を1回 

事業実施区域敷地 

境界3地点 

：St.1～St.3 

動
物 

貴重な種の繁殖

地、営巣地等生息

環境 

哺乳類、鳥類、両生類・爬虫

類、陸産貝類、水生生物、昆

虫類について、既存資料調査

及び現地調査（フィールドサイ

ン法、任意観察法、ポイントセ

ンサス法、ラインセンサス法、ト

ラップ法、夜間自動撮影、捕獲

法等）による方法 

1年間のうち、 

哺乳類：春、夏、秋、冬（4

回） 

鳥類：春、夏、秋、冬、繁

殖期（5回） 

両生類･爬虫類：早春、春

～初夏、夏、秋（4回） 

陸産貝類：春、初夏、秋

（3回） 

水生生物：早春、春～初

夏、夏（3回） 

昆虫類：春、初夏、夏、秋

（4回） 

事業実施区域及びそ

の周囲約 200mの範

囲 

植
物 

貴重な種及び植

物群落 

その他の植生 

植物相及び植生について既存

資料調査及び現地調査（任意

観察法、コドラート法等）による

方法 

1年間のうち、 

植物相：早春、春、夏、秋

（4回） 

植生：夏、秋（2回） 

事業実施区域及びそ

の周囲約 200mの範

囲 
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表 6.1-1（5） 現地調査の手法 

調査項目 調査方法 調査期間・頻度 調査地点 

生
態
系 

貴重な種の生

態及び生息環

境・生育環境

の変化 

貴重な種の生態（他の動植物

との関係等生息環境、生育環

境の状況）について、動物、植

物の調査結果から把握する。 

動物、植物の調査時期と

同じ 

事業実施区域及びそ

の周囲約 200mの範

囲 

触
れ
合
い

活
動
の
場 

人と自然との

触れ合い活動

の場の状況等 

写真撮影等の現地調査による

情報の収集並びに当該資料の

整理･解析による。 

四季に各1回 
事業実施区域周辺 

1地点 

景
観 

主要な景観要

素の状況 

眺望の状況 

写真撮影等の現地調査による

情報の収集並びに当該資料の

整理･解析による。 

四季に各1回 

不特定多数の人々が

利用し得る場所の 6

地点：St.1～St.6 
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6.1.2 予測の手法 

 予測方法等 

予測方法等は表 6.1-2 (1)～(4)に示すとおりとした。 

 

表 6.1-2（1） 予測方法等 

環境項目と 
影響要因 

予測項目 予測方法 予測時期 予測地域・地点 

大

気

質 

工事機械

の稼働 

二酸化窒素 大気の拡散式（プルーム･パフ式）

に基づく理論計算により長期平均

濃度（年平均値）について予測す

る。 

工事機械の稼働

による環境影響が

最大となる時期、

時間帯 

工事機械の影

響があると考え

ら れ る 半 径

150m程度の範

囲 

浮遊粒子状

物質 

工事用車

両の走行 

二酸化窒素 
大気の拡散式（プルーム･パフ式）

に基づく理論計算により長期平均

濃度（年平均値）について予測す

る。 

工事用車両の走

行による環境影

響が最大となる時

期、時間帯 

工事用車両が

集中する道路沿

道から 150ｍの

範囲 
浮遊粒子状

物質 

機 械 ・ 施

設の稼働

等 

二酸化硫黄 

大気拡散計算に用いる拡散パラメ

ータの妥当性についてPMCHを用

いた大気拡散実験等により検討した

後、以下の予測を行う。 

大気の拡散式（プルーム･パフ式）

に基づく理論計算により長期平均

濃度（年平均値）、短期濃度（1時間

値）について予測する。 

施設の稼働が通

常の状態に達し

た時期 （年平均

値） 

高濃度が出現す

ると考えられる時

期（1時間値） 

施設の稼働によ

る環境影響があ

ると考えられる

半径3ｋm程度の

範囲 

二酸化窒素 

浮遊粒子状

物質 

塩化水素 

ガス状水銀 

ダイオキシン

類 

上記予測方法に準じるか、発生量

の把握等に基づき定性的に行う。 

廃棄物運

搬車両の

走行 

二酸化窒素 
大気の拡散式（プルーム･パフ式）

に基づく理論計算により長期平均

濃度（年平均値）について予測す

る。 

施設の稼働と廃

棄物の運搬が通

常の状態になる

時期、時間帯 

廃棄物運搬車

両が集中する道

路沿道から150

ｍの範囲 
浮遊粒子状

物質 

土地の改

変 

粉じん等（降

下ばいじん） 

事例の引用又は解析により定性的

に予測する。 

土地の改変、工

事機械の稼働、

工場車両の走行

による粉じん等に

係る環境影響が

最大となる時期 

工事機械の影

響があると考え

ら れ る 半 径

150m程度の範

囲 

工事機械

の稼働 

工事用車

両の走行 

水
質
・
底
質
・
地
下
水 

土地の改

変 
浮遊物質量 

浮遊物質量の収支に関する計算、

事例の引用または解析による。 

土地の改変による

浮遊物質量に係

る環境影響が最

大となる時期 

水の濁りに係る

環境影響を受け

るおそれがある

と認められる地

域 
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表 6.1-2（2） 予測方法等 

環境項目と 
影響要因 

予測項目 予測方法 予測時期 予測地域・地点 

土
壌 

土地の改

変 
有害物質 

調査結果を踏まえ、必要に応じ講じ

る防止対策による。 

工事の実施による

土砂の搬出時期 

土壌汚染に係る

環境影響を受け

るおそれがある

と認められる地

域 

機 械 ・ 施

設の稼働

等 

有害物質（ダ

イ オ キ シ ン

類） 

「大気質、機械・施設の稼働等」の

有害物質等（ダイオキシン類）の予

測結果に基づき予測する。 

施設の稼働が通

常の状態に達し

た時期 

有害物質（ダイ

オキシン類）に

係る環境影響を

受けるおそれが

あると認められ

る地域 

騒
音 

工事機械

の稼働 

建設作業騒

音 

音の伝搬理論に基づく予測式（ＡＳ

Ｊ ＣＮ－Ｍｏｄｅｌ2007）による計算と

する。 

工事機械の稼働

による騒音に係る

環境影響が最大

となる時期 

工事機械の影

響があると考え

ら れ る 半 径

100m程度の範

囲 

工事用車

両の走行 

道路交通騒

音 

音の伝搬理論に基づく予測式（ＡＳ

Ｊ ＲＴＮ－Ｍｏｄｅｌ2013）による計算

とする。 

工事用車両の走

行による騒音に係

る環境影響が最

大となる時期 

工事用車両が

集中する道路沿

道から 200ｍの

範囲 

機 械 ・ 施

設の稼働

等 

工 場 ・ 事 業

場騒音 

音の伝搬理論に基づく予測式によ

る計算とする。 

施設の稼働が通

常の状態に達し

た時期 

施設の稼働によ

る影響があると

考えられる半径

100m程度の範

囲 

廃棄物運

搬車両の

走行 

道路交通騒

音 

音の伝搬理論に基づく予測式（ＡＳ

Ｊ ＲＴＮ－Ｍｏｄｅｌ2013）による計算

とする。 

施設の稼働と廃

棄物の運搬が通

常の状態になる

時期 

廃棄物運搬車

両が集中する道

路沿道から200

ｍの範囲 

振
動 

工事機械

の稼働 

建設作業振

動 

振動の伝搬理論に基づく予測式に

よる計算とする。 

工事機械の稼働

による騒音に係る

環境影響が最大

となる時期 

工事機械の影

響受けるおそれ

があると認めら

れる地域 

工事用車

両の走行 

道路交通振

動 

「道路環境影響評価の技術手法 

平成24年度版」による計算とする。 

工事用車両の走

行による騒音に係

る環境影響が最

大となる時期 

工事用車両が

集中する道路沿

道から 100ｍの

範囲 

機 械 ・ 施

設の稼働

等 

工 場 ・ 事 業

場振動 

振動の伝搬理論に基づく予測式に

よる計算とする。 

施設の稼働が通

常の状態に達し

た時期 

施設の稼働によ

る影響があると

考えられる半径

100m程度の範

囲 

廃棄物運

搬車両の

走行 

道路交通振

動 

「道路環境影響評価の技術手法 

平成24年度版」による計算とする。 

施設の稼働と廃

棄物の運搬が通

常の状態になる

時期 

廃棄物運搬車

両が集中する道

路沿道から100

ｍの範囲 
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表 6.1-2（3） 予測方法等 

環境項目と 
影響要因 

予測項目 予測方法 予測時期 予測地域・地点 

地
盤 

土地の改

変 
地盤沈下 

土地の改変による地盤への影響に

ついて工事計画により明らかにす

る。 

工事の実施期間 

事業実施区域

を中心に環境影

響を受けるおそ

れがあると認め

られる地域 

機 械 ・ 施

設の稼働

等 

地下水位低

下 

地下水の揚水による地盤への影響

について施設計画により明らかにす

る。 

施設の稼働が通

常の状態に達し

た時期 

事業実施区域

を中心に環境影

響を受けるおそ

れがあると認め

られる地域 

悪
臭 

機 械 ・ 施

設の稼働

等 

特定悪臭物

質 

臭気濃度 

（臭気指数） 

煙突からの影響については、大気

の拡散式に基づき、大気より短い評

価時間を考慮して計算する。 

施設からの漏洩による影響につい

ては、悪臭防止対策又は事例の引

用・解析による。 

施設の稼働が通

常の状態に達し

た時期 

悪臭に係る環境

影響を受けるお

それがあると認

められる地域 

廃
棄
物
等 

土地の改

変 

工 事 に 伴 う

建設副産物

等 

土地の改変に伴う建設副産物等の

種類ごとの排出量の把握による。 
工事の実施期間 事業実施区域 

機 械 ・ 施

設の稼働

等 

稼 働 に 伴 う

廃棄物 

機械・施設の稼働等に伴う廃棄物

の種類ごとの年間排出量の把握に

よる。 

施設の稼働が通

常の状態に達し

た時期 

事業実施区域 

温
室
効
果
ガ
ス 

機 械 ・ 施

設の稼働

等 

二酸化炭素 

メタン 

一酸化二窒

素 

機械・施設の稼働等により発生する

温室効果ガス（二酸化炭素、メタン

及び一酸化二窒素）の年間排出量

の把握による。 

施設の稼働が通

常の状態に達し

た時期 

事業実施区域 

電
波
障
害 

改変後の

土地及び

工作物の

存在 

テ レ ビ の 受

信障害 

建造物による電波障害予測計算の

理論式を用いて予測する。 

施設が完成し、工

作物の存在する

時期 

調査地域と同じ

で、受信障害の

発生するおそれ

のある地域 

日
照
阻
害 

改変後の

土地及び

工作物の

存在 

日影の状況 
冬至日における等時間の日影線を

描いた日影図の作成による。 

施設が完成し、工

作物の存在する

時期 

日照阻害に係る

環境影響を受け

るおそれがある

と認められる地

域 

そ
の
他 

機 械 ・ 施

設の稼働

等 

低周波音 事例の引用・解析による。 

施設の稼働が通

常の状態に達し

た時期 

低周波音に係る

環境影響を受け

るおそれがある

と認められる地

域 
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表 6.1-2（4） 予測方法等 

環境項目と 
影響要因 

予測項目 予測方法 予測時期 予測地域・地点 

動
物 

土地の改

変 

 

改変後の

土地及び

工作物の

存在 

生息環境へ

の影響 

貴重な種及び注目すべき生息地に

ついて、分布または生息環境の改

変の程度を踏まえた事例の引用又

は解析による。 

動物の生息の特

性を踏まえて、貴

重な種及び注目

すべき生息地に

係る環境影響を

的確に把握できる

時期 

貴重な種及び

注目すべき生息

地に係る環境影

響を受けるおそ

れがあると認め

られる地域 

植
物 

土地の改

変 

 

改変後の

土地及び

工作物の

存在 

生育環境へ

の影響 

貴重な種及び貴重な群落等につい

て、分布又は生育環境の改変を把

握した上で、事例の引用又は解析

による。 

貴重な種及び貴

重な群落等に係

る直接的及び間

接的環境影響を

的確に把握できる

時期 

貴重な種及び

貴重な群落等

に係る直接的及

び間接的環境

影響を受けるお

それがあると認

められる地域 

生
態
系 

土地の改

変 

 

改変後の

土地及び

工作物の

存在 

生育又は生

息環境への

影響 

貴重な種等について、分布、生息

又は生育環境の改変の程度を把握

した上で、事例の引用又は解析に

よる。 

動植物その他の

自然環境の特性

及び注目種等の

特性を踏まえて、

貴重な種等に係

る環境影響を的

確に把握できる時

期 

貴重な種等に

係る環境影響を

受けるおそれが

あると認められ

る地域 

触
れ
合
い
活
動
の
場 

改変後の

土地及び

工作物の

存在 

人と自然との

触れ合いの

活動の場へ

の影響 

対象事業の内容に基づき、人と自

然との触れ合いの活動の場の改変

の程度を定性的に予測する。 

人と自然との触れ

合いの活動の場

に係る環境影響

を的確に把握で

きる時期 

人と自然との触

れ合いの活動

の場に係る環境

影響を受けるお

それがあると認

められる地域 

景
観 

改変後の

土地及び

工作物の

存在 

主要な景観

要素の変化 

 

 

 

眺望地点か

らの視界の

変化 

景観構成要素及び主要な眺望点に

ついては、直接改変の有無等を把

握したうえ、事例の引用又は解析に

よる。 

 

主要な眺望景観については、フォト

モンタージュ法による視覚的な表現

手法による。 

景観構成要素及

び主要な眺望点

並びに主要な眺

望景観に係る環

境影響を的確に

把握できる時期 

景観構成要素

及び主要な眺

望点並びに主

要な眺望景観

に係る環境影響

を受けるおそれ

があると認めら

れる地域 
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 処理方式による予測条件の設定 

1) 予測条件設定方針 

ごみ処理方式については、現時点では決定しておらず、焼却方式（ストーカ式または流動床式）

及びガス化溶融方式（シャフト炉式または流動床式）の4通りの処理方式の範囲の中で今後、決定

する予定である。 

予測条件の設定にあたっては、4通りの処理方式を示したうえで、プラントメーカーにアンケート

調査を実施し、回答を得た内容から環境負荷が最大となるものを基本に予測条件として設定する

方針とした。 

 

2) 予測条件の設定 

予測条件の設定にあたっては、メーカーから収集した処理方式毎の条件を踏まえ、環境負荷が

最大となる条件を基本として、予測条件とした。 

各項目に対する予測条件の設定方法を表 6.1-3(1)～(2)に示す。 

 

表 6.1-3(1) 予測条件設定方法 

項  目 設定方法 

大気質 

土地の改変 
施設建設に先立つ事業実施区域の基盤整備に係る盛土等の造成工

事の範囲及び工法等は、処理方式により変化しない条件とした。 

工事機械の稼働 

工場棟の建築等に係る工事機械について、処理方式により大きな差

はない。ただし、具体的な機械の機種、規格、台数等はメーカーにより

異なる。 

そこで、メーカーから工事機械の種類・台数に関する資料を収集し、排

出ガス量の合計値を算出して比較した結果から影響が最大となる条件

を設定した。 

工事用車両の走行 
「工事機械の稼働」と同様に、メーカーから工事用車両の種類・台数に

関する資料を収集し、車両台数が最大となる条件を設定した。 

機械・施設の稼働等 
メーカーから煙突排ガス諸元に関する資料を収集し、排出される大気

汚染物質負荷量が最大となる条件を設定した。（資料1-11参照） 

廃棄物運搬車両の走行 処理方式により廃棄物運搬車両等の台数は変化しない条件とした。 

水質・底質・ 

地下水 
土地の改変 

施設建設に先立つ事業実施区域の基盤整備に係る盛土等の造成工

事の範囲及び工法等は、処理方式により変化しない条件とした。 

土  壌 

土地の改変 
施設建設に先立つ事業実施区域の基盤整備に係る盛土等の造成工

事の範囲及び工法等は、処理方式により変化しない条件とした。 

機械・施設の稼働等 
メーカーから煙突排ガス諸元に関する資料を収集し、排出される大気

汚染物質負荷量が最大となる条件を設定した 

騒音・振動 

工事機械の稼働 

工場棟の建築等に係る工事機械について、処理方式により大きな差

はない。ただし、具体的な機械の機種、規格、台数等はメーカーにより

異なる。 

そこで、メーカーから工事機械の種類・台数に関する資料を収集し、月

毎の工事機械の騒音パワーレベル、振動パワーレベルを合成し、影響

が最大となる条件を設定した。 

なお、騒音パワーレベル合成値、振動パワーレベル合成値が最大とな

る時期は同じであった。（資料2-4、資料3-3参照） 

工事用車両の走行 
「工事機械の稼働」と同様に、メーカーから工事用車両の種類・台数に

関する資料を収集し、車両台数が最大となる条件を設定した。 
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表 6.1-3 (2) 予測条件設定方法 

項  目 設定方法 

騒音・振動 
機械・施設の稼働等 

メーカーから施設の設備・機器の種類・台数に関する資料を収集し、

比較した結果から影響が最大となる条件を設定した。 

廃棄物運搬車両の走行 処理方式により廃棄物運搬車両等の台数は変化しない条件とした。 

地  盤 

土地の改変 
施設建設に先立つ事業実施区域の基盤整備に係る盛土等の造成工

事の範囲及び工法等は、処理方式により変化しない条件とした。 

機械・施設の稼働等 
メーカーから使用水量に関する資料を収集し、全量を地下水とする条

件として、揚水量が最大となる条件を設定した。 

悪  臭 機械・施設の稼働等 

処理方式により悪臭防止対策は変わらないため、施設から漏洩する悪

臭の条件は処理方式により変化しない条件とした。 

煙突から排出される悪臭については、大気質の機械・施設の稼働等と

同様に物質負荷量が最大となる条件を設定した。 

廃棄物等 

土地の改変 
施設建設に先立つ事業実施区域の基盤整備に係る盛土等の造成工

事の範囲及び工法等は、処理方式により変化しない条件とした。 

機械・施設の稼働等 

焼却方式（ストーカ式または流動床式）の場合には、主灰及び飛灰が

発生するため、これを基本の予測条件とした。 

溶融方式（シャフト炉式または流動床式）の場合にはスラグが発生する

ため、このことを考慮して予測条件とした。 

温室効果ガス 機械・施設の稼働等 

メーカーから電力消費量、使用燃料等に関する資料を収集し、温室効

果ガス排出量を算出して比較して温室効果ガス排出量が大きくなる条

件とした。 

溶融方式（シャフト炉式）の場合にはコークス等の使用に伴う温室効果

ガスが発生するため、このことを考慮して予測条件とした。 

電波障害 
改変後の土地及び 

工作物の存在 
処理方式により工場棟等の大きさ、配置は変化しない条件とした。 

日照障害 
改変後の土地及び 

工作物の存在 
処理方式により工場棟等の大きさ、配置は変化しない条件とした。 

低周波音 機械・施設の稼働等 

低周波音は定量的な予測を行う手法が確立されていないため、廃棄

物処理施設における既存の調査結果を引用する方法とし、処理方式

別の条件は設定しないこととした。 

動  物 

土地の改変 処理方式により造成工事が行われる範囲は変化しない条件とした。 

改変後の土地及び 

工作物の存在 
処理方式により工場棟等の大きさ、配置は変化しない条件とした。 

植  物 

土地の改変 処理方式により造成工事が行われる範囲は変化しない条件とした。 

改変後の土地及び 

工作物の存在 
処理方式により工場棟等の大きさ、配置は変化しない条件とした。 

生態系 

土地の改変 処理方式により造成工事が行われる範囲は変化しない条件とした。 

改変後の土地及び 

工作物の存在 
処理方式により工場棟等の大きさ、配置は変化しない条件とした。 

景  観 
改変後の土地及び 

工作物の存在 
処理方式により工場棟等の大きさ、配置は変化しない条件とした。 
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 評価手法 

環境項目毎の評価の手法については、「岐阜県環境影響評価技術指針」に示された事項に留

意し、①環境への影響の回避・低減に係る評価、②環境基準等との整合性に係る検討により行うこ

ととし、表6.2-1(1)～(5)に示した。 
 

表 6.2-1（1） 評価の手法 

項目 
評価の手法 環境項目

と細区分 
影響要因の区分 

大
気
質 

二
酸
化
硫
黄 

人の活動 
機械・施設の稼働等 

二酸化硫黄に係る環境影響が、事業者の実行可能な範囲内で回避又は
低減されているかどうか、また環境基準との整合性が図られているかどうか
について検討・評価を行う。 
＜基準・目標＞ 

「大気の汚染に係る環境基準について」（昭和48年環境庁告示第25号） 

二
酸
化
窒
素 

工事の実施 
工事機械の稼働 
工事用車両の走行 

人の活動 
機械・施設の稼働等 
廃棄物運搬車両の
走行 

二酸化窒素に係る環境影響が、事業者の実行可能な範囲内で回避又は
低減されているかどうか、また、環境基準との整合性が図られているかどうか
について検討・評価を行う。 
＜基準・目標＞ 

「二酸化窒素に係る環境基準について」（昭和53年環境庁告示第38号） 

浮
遊
粒
子
状
物
質 

工事の実施 
工事機械の稼働 
工事用車両の走行 

人の活動 
機械・施設の稼働等 
廃棄物運搬車両の
走行 

浮遊粒子状物質に係る環境影響が、事業者の実行可能な範囲内で回
避又は低減されているかどうか、また、環境基準との整合性が図られている
かどうかについて検討・評価を行う。 
＜基準・目標＞ 

「大気の汚染に係る環境基準について」（昭和48年環境庁告示第25号） 

粉
じ
ん
等 

工事の実施 
土地の改変 
工事機械の稼働 
工事用車両の走行 

粉じん等に係る環境影響が、事業者の実行可能な範囲内で回避又は低
減されているかどうかについて検討・評価を行う。 

有
害
物
質
等 

人の活動 
機械・施設の稼働等 

有害物質等に係る環境影響が、事業者の実行可能な範囲内で回避又
は低減されているかどうか、また、環境基準等との整合性が図られているか
どうかについて検討・評価を行う。 
＜基準・目標＞ 
・ダイオキシン類：「ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁（水底の

底質の汚染を含む。）及び土壌の汚染に係る環境基準について」（平成
11年環境庁告示第68号） 

・塩化水素：「大気汚染防止法に基づく窒素酸化物の排出基準の改定等
について」（昭和52年環大規第136号）による塩化水素の目標環境濃度 

・ガス状水銀：「今後の有害大気汚染物質対策のあり方について（第七次
答申）」（平成15年中央環境審議会）による水銀の指針値 



55 

表6.2-1（2）  評価の手法 

項目 
評価の手法 環境項目

と細区分 
影響要因の区分 

水
質
・
底
質
・
地
下
水 

浮
遊
物
質
量 

工事の実施 
土地の改変 

浮遊物質量に係る環境影響が、事業者の実行可能な範囲内で回避又
は低減されているかどうかについて検討・評価を行う。 

土
壌 

土
壌
環
境 

工事の実施 
土地の改変 

人の活動 
機械・施設の稼働等 

土壌環境に係る環境影響が、事業者の実行可能な範囲内で回避又は
低減されているかどうか、また、環境基準との整合性が図られているかどう
かについて検討・評価を行う。 
＜基準・目標＞ 

「土壌の汚染に係る環境基準について」（平成3年環境庁告示第46号） 
「ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁（水底の底質の汚染を含
む。）及び土壌の汚染に係る環境基準について」（平成11年環境庁告示
第68号） 

騒
音 

道
路
交
通
騒
音 

工事の実施 
工事用車両の走行 

騒音に係る環境影響が、事業者の実行可能な範囲内で回避又は低減さ
れているかどうか、また、環境基準との整合性が図られているかどうかにつ
いて検討・評価を行う。 
＜基準・目標＞ 

「騒音に係る環境基準について」（平成10年環境庁告示第64号） 

建
設
作
業
騒
音 

工事の実施 
工事機械の稼働 

騒音に係る環境影響が、事業者の実行可能な範囲内で回避又は低減さ
れているかどうか、また、基準等との整合性が図られているかどうかについて
検討・評価を行う。 
＜基準・目標＞ 

「特定建設作業に伴って発生する騒音の規制に関する基準」（昭和43年
厚生省・建設省告示第1号） 
「特定建設作業に伴って発生する騒音の規制に関する基準による区域の
指定」（平成24年羽島市告示第50号） 

工
場
・
事
業
場
騒
音 

人の活動 
機械・施設の稼働等 

騒音に係る環境影響が、事業者の実行可能な範囲内で回避又は低減さ
れているかどうか、また、基準等との整合性が図られているかどうかについて
検討・評価を行う。 
＜基準・目標＞ 

「特定工場等において発生する騒音の規制に関する基準」（昭和43年厚
生・農林・通商産業・運輸省告示第1号） 
「特定工場等において発生する騒音の規制基準」（平成24年羽島市告
示第49号） 

道
路
交
通
騒
音 

人の活動 
廃棄物運搬車両の
走行 

騒音に係る環境影響が、事業者の実行可能な範囲内で回避又は低減さ
れているかどうか、また、環境基準との整合性が図られているかどうかにつ
いて検討・評価を行う。 

＜基準・目標＞ 
「騒音に係る環境基準について」（平成10年環境庁告示第64号） 
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表6.2-1（3）  評価の手法 

項目 
評価の手法 環境項目

と細区分 
影響要因の区分 

振
動 

道
路
交
通
振
動 

工事の実施 
工事用車両の走行 

振動に係る環境影響が、事業者の実行可能な範囲内で回避又は低減さ
れているかどうか、また、基準等との整合性が図られているかどうかについて
検討・評価を行う。 
＜基準・目標＞ 

「振動規制法施行規則」（昭和51年総理府令第58号）による道路交通振
動の限度 

建
設
作
業
振
動 

工事の実施 
工事機械の稼働 

振動に係る環境影響が、事業者の実行可能な範囲内で回避又は低減さ
れているかどうか、また、基準等との整合性が図られているかどうかについて
検討・評価を行う。 
＜基準・目標＞ 

「振動規制法施行規則」（昭和51年総理府令第58号）による特定建設作
業の規制に関する基準 
「振動規制法施行規則別表第1付表第1号の規定による区域の指定」（平
成24年羽島市告示第54号） 

工
場
・
事
業
場
振
動 

人の活動 
機械・施設の稼働等 

振動に係る環境影響が、事業者の実行可能な範囲内で回避又は低減さ
れているかどうか、また、基準等との整合性が図られているかどうかについて
検討・評価を行う。 
＜基準・目標＞ 

「特定工場等において発生する振動の規制に関する基準」（昭和51年環
境庁告示第90号） 
「特定工場等において発生する振動の規制基準」（平成24年羽島市告
示第53号） 

道
路
交
通
振
動 

人の活動 
廃棄物運搬車両の
走行 

振動に係る環境影響が、事業者の実行可能な範囲内で回避又は低減さ
れているかどうか、また、基準等との整合性が図られているかどうかについて
検討・評価を行う。 
＜基準・目標＞ 

「振動規制法施行規則」（昭和51年総理府令第58号）による道路交通振
動の限度 

地
盤 

地
下
水
位
低
下
、 

地
盤
沈
下 

工事の実施 
土地の改変 

人の活動 
機械・施設の稼働等 

地下水位低下や地盤沈下に係る環境影響が、事業者の実行可能な範
囲内で回避又は低減されているかどうかについて検討・評価を行う。 

悪
臭 

特
定
悪
臭
物
質 

・
臭
気
濃
度
（
臭
気
指
数
） 

人の活動 
機械・施設の稼働等 

悪臭物質に係る環境影響が、事業者の実行可能な範囲内で回避又は低
減されているかどうか、また、基準等との整合性が図られているかどうかにつ
いて検討・評価を行う。 
＜基準・目標＞ 

「悪臭防止法施行規則」（昭和47年総理府令第39号）による敷地境界
における規制基準 
「悪臭物質の規制基準」（平成24年羽島市告示第57号） 
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表6.2-1（4）  評価の手法 

項目 
評価の手法 環境項目

と細区分 
影響要因の区分 

廃
棄
物
等 

建
設
副
産
物
等 

工事の実施 
土地の改変 

建設副産物等に係る環境影響が、事業者の実行可能な範囲内で回避又
は低減されているかどうかについて検討・評価を行う。 

廃
棄
物 

人の活動 
機械・施設の稼働等 

廃棄物に係る環境影響が、事業者の実行可能な範囲内で回避又は低減
されているかどうかについて検討・評価を行う。 

温
室
効
果
ガ
ス 

二
酸
化
炭
素
等 

人の活動 
機械・施設の稼働等 

温室効果ガス（二酸化炭素等）に係る環境影響が、事業者の実行可能な
範囲内で回避又は低減されているかどうかについて検討・評価を行う。 

電
波
障
害 

し
ゃ
へ
い
障
害
、 

反
射
障
害 

工作物等の存在 
改変後の土地及び
工作物の存在 

電波に係る環境影響が、事業者の実行可能な範囲内で回避又は低減さ
れているかどうか、また、基準との整合性が図られているかどうかについて検
討・評価を行う。 

日
照
阻
害 

冬
至
日
の
日
影 

工作物等の存在 
改変後の土地及び
工作物の存在 

日照に係る環境影響が、事業者の実行可能な範囲内で回避又は低減さ
れているかどうか、また、基準との整合性が図られているかどうかについて検
討・評価を行う。 

＜基準・目標＞ 
「建築基準法」（昭和25年法律第201号） 
「岐阜県建築基準条例」（平成8年岐阜県条例第10号） 

そ
の
他 

低
周
波
音 

人の活動 
機械・施設の稼働等 

低周波音に係る環境影響が、事業者の実行可能な範囲内で回避又は低
減されているかどうかについて検討・評価を行う。 
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表6.2-1（5）評価の手法 

項目 
評価の手法 環境項目

と細区分 
影響要因の区分 

動
物 

貴
重
な
種
の
繁
殖
地
、

営
巣
地
等
生
息
環
境 

工事の実施 
土地の改変 
 

工作物等の存在 
改変後の土地及び
工作物の存在 

貴重な種の繁殖地、営巣地等生息環境に及ぼす影響が、事業者の実行
可能な範囲内で回避又は低減されているかどうかについて検討・評価を行
う。 

植
物 

貴
重
な
種
及
び
植
物
群

落
、
そ
の
他
の
植
生 

工事の実施 
土地の改変 
 

工作物等の存在 
改変後の土地及び
工作物の存在 

貴重な種及び植物群落、その他の植生に及ぼす環境影響が、事業者の
実行可能な範囲内で回避又は低減されているかどうかについて検討・評価
を行う。 

生
態
系 

貴
重
な
種
の
生
態
及
び
生

息
環
境
・
生
育
環
境
の
変
化 

工事の実施 
土地の改変 
 

工作物等の存在 
改変後の土地及び
工作物の存在 

貴重な種の生態及び生息環境・生育環境に及ぼす影響が、事業者の実
行可能な範囲内で回避又は低減されているかどうかについて検討・評価を
行う。 

触
れ
合
い
活
動
の
場 

主
要
な
人
と
自
然
と
の
触
れ

合
い
の
活
動
の
場
へ
の
影
響 

工作物等の存在 
改変後の土地及び
工作物の存在 

触れ合い活動の場に及ぼす影響が、事業者の実行可能な範囲内で回
避又は低減されているかどうかについて検討・評価を行う。 

景
観 

主
要
な
景
観
要
素
の
変
化
、 

眺
望
地
点
か
ら
の
視
界
の
変
化 

工作物等の存在 
改変後の土地及び
工作物の存在 

主要な景観要素の変化、眺望地点からの視界の変化が、事業者の実行
可能な範囲内で回避又は低減されているかどうかについて検討・評価を行
う。 
＜基準・目標＞ 
「羽島景観計画」（平成30年策定） 
「羽島市景観形成ガイドライン」 

 


